
鳥取県農業経営・就農支援センター運用規程 

 

制  定 令和４年５月10日付第202200033556号 

最終改正 令和６年４月16日付第202400015433号 

鳥取県農林水産部長通知 

第１ 総則 

１ 目的 

この規程は、農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法」という。）第１

１条の１１及び第１１条の１２の規定並びに農業経営・就農支援体制整備推進事業実施要綱（平

成２７年４月９日付２６経営第３５００号農林水産事務次官依命通知。以下「実施要綱」という。）

に基づき、鳥取県が整備する鳥取県農業経営・就農支援センター（以下「センター」という。）

について、業務の実施体制及び実施方法等を定め、もって業務の適正かつ確実な運営に資するこ

とを目的とする。 

 

２ 運営方針 

本県の特色ある優れた品質の農畜産物を安定的に生産するとともに、魅力ある農村及び地域

社会を維持し、本県農業が持続的に発展していくためには、生産性と収益性が高く、持続的な発

展性を有する効率的かつ安定的な農業経営を育成するとともに、新規就農者などの農業を担う者

を幅広く確保し、育成する。 

また、センターは、法及びこれに基づく通知等によるもののほか、この規程に従い、公正かつ

的確にセンターに関する業務を実施する。 

 

第２ センターが行う事業内容 

１ 農業経営・就農サポート活動 

法第１１条の１１に規定する業務として行う、農業経営サポート活動及び就農サポート活動。 

 

２ 農業を担う者の確保・育成プロジェクト活動 

法第１１条の１２に規定する業務として行う、重点支援対象候補者の掘り起こし活動、人材

確保推進活動、相談会等活動。 

 

第３ 運営に関する事項 

１ 運営体制 

（１）鳥取県農林水産部を、センターとしての第３に掲げる業務を行う拠点として位置付ける。 

（２）センター業務の運営方針等については、関係機関・団体等が参画したセンター運営会議にお

いて決定する。 

（３）経営・就農サポート活動及び農業を担う者の確保・育成プロジェクト活動を行うために必要

となる専属スタッフを配置する。 

（４）センターの業務の実施に協力し、かつ、一部業務の請負又は助言等の活動を行う機関・団体

を「伴走機関」として位置付けるものとし、伴走機関の名称及び役割は別表のとおりとする。 

 

２ センター運営会議の実施 

（１）県は、センター運営会議を原則として毎月開催する。 

（２）センター運営会議においては、以下の事項について検討し、決定等を行うこととする。 

ア 年度業務計画の策定・決定 

イ 専属スタッフ及び専門家の選定・決定・登録解除 



ウ 伴走型支援の実施対象となる農業者（以下「重点支援対象者」という。）の決定 

エ 事業の進捗管理 

オ 鳥取県農業経営基盤強化促進基本方針に掲げる農業を担う者の確保及び育成に係る目標

に対する取組の進捗に関すること 

カ その他センターの運営に必要な事項に関すること 

（３）県は必要があると認めるときは、センター運営会議に伴走機関以外の者の出席を求め、意見

を聴くことができる。 

 

第４ 業務の内容・実施方法に関する事項 

センターの業務は、経営・就農サポート活動及び農業を担う者の確保・育成プロジェクト活動

とし、次に定めるところにより行う。 

なお、実施に当たっては市町村、農業委員会、農業会議、法人協会、農地中間管理機構、農業

協同組合、株式会社日本政策金融公庫等の関係機関と連携して行うものとし、農業を担う者の確

保及び育成を図るために必要な情報を収集し、相互に提供するように努める。 

 

１ 経営・就農サポート活動 

センターは、農業者からの経営に関する相談への対応、必要に応じた経営資源・財務内容の分

析（以下「経営診断」という。）、専門家派遣・巡回指導等による個別経営支援（以下「伴走型

支援」という。）を行うほか、就農等希望者や就農等希望者を雇用しようとする農業者等からの

就農等に関する相談への対応・情報提供、就農等希望者の希望に応じた市町村等の関係者への紹

介、就農等のために必要な調整等を行う。 

また、就農等の調整に当たっては、２の活動により収集した情報を積極的に活用し、就農等

希望者と農業経営の移譲を希望する農業者のマッチングを行う。 

 

（１）経営・就農サポート活動に係る実施体制の整備 

ア 相談窓口の設置 

農業者からの経営に関する相談及び就農等希望者からの就農等に関する相談を受け付

ける相談窓口を以下のとおり設置するものとし、必要な職員を配置する。なお、農業者等

から経営又は就農等に関する相談を受けた伴走機関は、いずれかの相談窓口に確実に繋ぐ

ものとする。 

〔総合窓口〕 

鳥取県農林水産部農業振興局経営支援課 

〔サテライト窓口〕 

鳥取農業改良普及所、八頭農業改良普及所、倉吉農業改良普及所、東伯農業改良普及所、 

西部農業改良普及所、西部農業改良普及所大山普及支所、日野農業改良普及所 

西部地区就農相談窓口（西部総合事務所農林局農林業振興課内） 

 

イ 専属スタッフの配置 

１の活動において中心的役割を担う専属スタッフをセンターに配置する。 

 

ウ 経営戦略会議の設置及び運営 

（ア）経営戦略（重点支援対象者において達成すべき定量目標及び支援工程を定めたものを

いう。以下同じ。）の策定・見直しを効率的かつ迅速に行うことを目的として、伴走型

支援を実施する上で必要な助言等を行う経営戦略会議（伴走機関、普及組織、専属スタ

ッフで構成）を設置し、必要に応じて開催する。 



（イ）経営戦略会議においては、以下の事項について検討し、決定等を行うこととする。 

ａ 重点支援対象者ごとの経営戦略の決定・見直し 

ｂ 重点支援対象者ごとの経営課題を解決するために必要となる専門家等で構成 

する支援チームの編成 

ｃ 個別の農業経営サポート活動の進捗管理及びセンター運営会議への報告 

ｄ 個別の農業経営サポート活動を行うために必要となる伴走機関への情報共有 

 

エ 専門家の登録及び派遣 

（ア）センターは、農業者からの経営改善、法人化、円滑な経営継承、労務管理等の改善な

どの多様な経営課題等の解決に向けて必要な助言・指導を行う者を別に定める規程（以

下「専門家登録派遣規程」という。）により、専門家として登録し、当該農業者へ派遣

する。 

また、重点支援対象者の決定、経営戦略の策定等に向け、センター運営会議及び経営

戦略会議へ必要に応じて専門家の出席を求めることとし、謝金及び旅費は専門家派遣登

録規程に準じて支払うものとする。 

（イ）専門家を登録した場合は、伴走支援の円滑な実施のため、能力マップ（登録した専門

家の専門分野（属性）や経歴をまとめたものをいう。）を作成し、センターのホームペ

ージ等を活用して、これらを公表するものとする。 

 

（２）経営・就農サポート活動の実施 

ア 就農等希望者、農業者からの相談対応 

専属スタッフは、サテライト窓口や市町村等の伴走機関等が収集した情報を活用し、主

に以下に記載する各種相談項目について対応する。 

なお、専属スタッフ等による対応が困難な相談の場合は、必要に応じて専門家等の派遣

による対応を行うものとし、専門家登録派遣規程に基づいて謝金及び旅費等を支払うもの

とする。 

また、就農等希望者への相談対応の結果、就農候補市町村が決定した場合は、専属スタ

ッフは就農等希望者が就農の準備を円滑に開始できるよう当該市町村と調整を行った上

で引き継ぐものとし、対応した就農等希望者が就農するまでの状況等を適切に把握して、

必要に応じて相談対応を継続するものとする。 

〔相談対応項目〕 

農業経営の改善、法人化、労務管理等の改善、円滑な経営継承 

就農等希望者の就農と定着、就農候補市町村や農業法人等の紹介 

農地中間管理機構又は農業委員会による農地等の斡旋 等 

 

イ 経営サポート活動における重点支援対象者への伴走型支援 

（ア）重点支援対象候補者の選定 

専属スタッフは、アの相談対応及び２の（１）の掘り起こし活動の結果等を踏まえて、

以下の者について、重点支援対象者の候補者（以下「重点支援対象候補者」という。）

として農業経営者等リスト（実施要綱別記１－様式第３号）に整理し、センター運営会

議に諮るものとする。 

なお、認定農業者、認定新規就農者、集落営農といった担い手のみならず、本県内で

農業参入をしようとする企業、定年後に就農しようとする者やマルチワークの一つとし

て農業を選択する者など多様な形で農業に関わる者及び農業支援サービス事業体につ

いても、地域農業の活性化や地域社会の維持の観点から、今後の経営の展開・発展にお



いて専門家の助言・指導等を受けることが有益であると考えられる場合は、重点支援対

象候補者として積極的に農業経営者等リストに整理する。 

ａ 掘り起こし活動により支援ニーズを把握し、専属スタッフが伴走型支援を行う必要

があると認める農業者 

ｂ アにより相談対応を行った農業者で伴走型支援を通じて課題解決を図る必要があ

ると専属スタッフが認める農業者 

ｃ 市町村等が伴走型支援を行う必要があると認める新規就農者 

ｄ 専属スタッフが専門家派遣等を行う必要があると認める本県内に農業参入をしよ

うとする企業等又は新たに就農するための準備を進めている者 

 

（イ）経営診断の実施 

専属スタッフは、センター運営会議において重点支援対象者と決定した者の経営状況

等の把握や経営戦略案を作成するため、専門家等による経営診断を実施するものとする。 

また、経営診断において青色申告を実施していないことが明らかとなった重点支援対

象者等に対して、青色申告が自らの農業経営を客観的に把握する上で重要なツールの一

つであることを当該重点支援対象者に説明し、これに取り組むよう指導するとともに、

セミナー等の受講を促すものとする。 

 

（ウ）経営戦略の策定 

専属スタッフは、経営相談の内容、経営診断の結果等に応じた重点支援対象者ごとの

経営戦略案を作成し、経営戦略会議に諮った上で、重点支援対象者ごとの経営戦略を策

定するものとする。 

 

（エ）支援チームの編成及び伴走型支援の実施 

ａ 専属スタッフは、重点支援対象者の経営戦略に掲げた目標の達成のため、必要な助

言・指導を行うことができる専門家等で構成する支援チーム編成を作成し、経営戦略

会議に諮るものとする。 

ｂ 支援チームは、経営戦略会議において重点支援対象者に対する経営戦略及び支援チ

ームの編成が決定されたときは、速やかに伴走型支援を実施する。 

ｃ 支援チームは、経営戦略の進行管理、実践状況等を勘案し、必要に応じて経営戦略

の見直し案を作成し、専属スタッフへ提言する。 

ｄ 専属スタッフは、ｃにより支援チームから提言があった場合は、経営戦略会議に諮

った上で、見直された経営戦略に即して、伴走型支援を実施する。 

ｅ 支援チームのコーディネーターである担当の農業改良普及員（「以下、担当普及員」

という。）は、伴走支援を行った際の内容等を経営相談カルテ（実施要綱別記１－様

式第４号）に記録し、総合窓口へ報告する。 

 

（オ）伴走型支援の効果測定等 

ａ 専属スタッフ及び担当普及員は、重点支援対象者に対し、経営戦略目標を策定した

年度における経営戦略目標の達成状況やセンターによる支援への満足度等にかかる

調査を行い、経営相談カルテに記録し、年度内にその結果をとりまとめるものとする。 

また、新規就農者への成果目標が設定されているものに対しては、就農から５年後

における定着状況を確認するものとする。 

ｂ 専属スタッフ及び担当普及員は、専門家派遣した重点支援対象者に対し、専門家の

派遣ごとに調査表（様式３号）による満足度調査を行い、調査結果を専門家登録等へ



適切に反映するものとする。 

また、この調査の対象となった重点支援対象者に対し、派遣を実施した年度、最初

に派遣を実施した年度を含む３年後及び５年後における経営戦略目標の達成状況に

かかる調査を行い、それぞれの年度内にその結果をとりまとめるものとする。 

ｃ （ア）及び（イ）の調査結果について、センター運営会議及び経営戦略会議にその

結果を報告するとともに、次年度における専門家の登録及び経営戦略の策定等に反映

させる等、調査結果を活用するものとする。 

 

ウ 相談カルテ等の作成 

専属スタッフ又は担当普及員は、アの相談者及びイの重点支援対象者からの相談内容、

相談の対応状況、就農候補市町村との調整状況、経営戦略の内容、伴走型支援の実施状況

等の相談者等に係る当該年度における全ての取組内容について、相談者等の属性に応じて、

就農相談カルテ、参入相談カルテ、経営相談カルテ又は経営移譲希望カード（実施要綱別

記１－様式第６号、同第７号、同第４号又は同第５号）に記録する。なお、伴走機関及び

支援チームの構成員は、情報提供等により、当該カルテの記録に協力する。 

 

２ 農業を担う者の確保・育成プロジェクト活動 

センターは、農業を担う者の確保・育成のため、（１）から（３）までに定める活動を行うこ

ととし、これらの活動において中心的役割を担う専属スタッフを配置する。 

（１）重点支援対象候補者の掘り起こし活動 

ア 専属スタッフ、担当普及員及び伴走機関は、別表の役割分担を踏まえ、市町村及び農業

協同組合等の協力を得て、認定農業者、青色申告をしている農業者及び常時雇用している

農業者などあらかじめ掘り起こし活動の対象者として取りまとめ、農業経営者等リストと

して整理する。 

その上で、農業経営の法人化をはじめとした経営改善に取り組む意欲が高い農業者、農

業経営の移譲を希望する農業者等の情報を収集し、支援ニーズを把握するための掘り起こ

し活動を行う。 

 

イ 農業者等から相談を受けた場合、鳥取県農業経営・就農支援センターへの申込及び個人

情報の取扱いについて（様式１号）、経営相談の場合には経営相談申込書（様式２号）及

び農業経営移譲の場合には経営移譲希望カード（実施要綱別記１－様式第５号）を農業者

等から受け取り、総合窓口へ送付する。 

 

 

（２）人材確保推進活動 

農業を担う者を幅広く確保するため、都道府県、市町村、農業委員会、農業会議、法人協

会、農地中間管理機構、農業協同組合、融資機関、労働局、公共職業安定所等と連携して、

以下の取組を行う。 

ア 各地域の受入体制、具体的な農業経営や生活のイメージ（主要品目における年間作業ス

ケジュール、経営規模に応じた所得水準、生活環境等）に関する情報を収集し、センター

のホームページなどを活用したＰＲ活動及び就農相談会等のイベントを通じた情報発信を

行う。 

 

イ 農業法人等の求人や労働環境等に関する情報を収集し、あらかじめ当該農業法人等の了

解が得られた場合は、農業への就業をしようとする者に対する情報提供するとともに、必



要に応じて県内の公共職業安定所にも情報共有を行う。 

 

ウ 担い手が不足する地域において企業の農業参入を促進するため、県内における主要作目

ごとの農業経営の状況や農業参入の事例等の情報について、センターのホームページによ

る情報発信や商工系団体への情報提供を行う。 

 

（３）相談会等活動 

センターは、農業を担う者の確保・育成に資するため、別に定める開催要領により、就農

等希望者に対する就農相談会（県内・県外）及び農業者を対象とした経営力向上研修・相談

会等を開催する。 

 

第５ その他業務に関する事項 

相談内容等の記録、活用及び管理に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成15年法

律第57号）に基づき、適切に取り扱うものとする。 

 

附 則 

この規程は、令和４年度事業から適用する。 

附 則 

１ この規程は、令和５年３月２９日から施行し、令和５年度事業から適用する。 

２ この規程による改正前の取扱いについては、なお従前の例によるものとする。 

附 則 

この規程は、令和６年４月１６日から施行し、令和６年度事業から適用する。 



（別表）

伴走機関の名称及び役割

分　　類 機関・団体名 役　　　割　　分　　担

市町村 農政主務課、農業委員会

【就農サポート】
就農情報の発信、相談会対応、農地関係業務等
【経営サポート】
農業者への事業周知・PR、重点支援対象者の掘り起こ
し、新規就農者・認定農業者等の経営課題に応じた支
援、経営相談会への対応等

【就農・経営サポート】
金融機関として新規就農者・認定農業者等の農業経営
（資金対応含む）への助言等

鳥取県農業法人協会
【経営サポート】
農業法人経営者として法人経営への助言等

商工系団体
一般社団法人鳥取県中小企
業診断士協会

【経営サポート】
重点支援対象者・派遣専門家の選定、経営戦略策定
及び支援チーム編成等に当たっての助言、販路開拓・
拡大等に係る支援等

農業系団体

各農業協同組合

【就農サポート】
相談会対応、就農情報の発信、産地見学会等の開催、
技術・経営の支援等
【経営サポート】
農業者への事業周知・PR、重点支援対象者の掘り起こ
し、技術・経営の支援、経営相談会への対応等

（公財）鳥取県農業農村担
い手育成機構

【就農サポート】
就農研修、農地関係業務等
【経営サポート】
重点支援対象者・派遣専門家の選定、経営戦略策定
及び支援チーム編成等に当たっての助言、担い手への
農地集積・集約等に係る支援等

（一社）鳥取県農業会議

【経営サポート】
重点支援対象者・派遣専門家の選定、経営戦略策定
及び支援チーム編成等に当たっての助言、農地関係
法令業務等に係る支援等

鳥取県農業協同組合中央会

【経営サポート】
重点支援対象者・派遣専門家の選定、経営戦略策定
及び支援チーム編成等に当たっての助言、JAグループ
の支援統括等

日本政策金融公庫鳥取支店



（様式１号）

住所（所在地）

所属（法人・組織名）

氏名（代表者名）

国、鳥取県、県内各市町村、県内各農業委員会、（公財）鳥取県農業農村担い手
育成機構（農地中間管理機構）、(一社）鳥取県中小企業診断士協会、鳥取県農業
協同組合中央会及び各農協連合会、鳥取県農業法人協会、（一社）鳥取県農業会
議、県内農業協同組合、日本政策金融公庫、県内金融機関

　鳥取県は、経営・就農サポート活動又は農業を担う者の確保・育成プロジェクト活動
の実施に際して得た個人情報について、「個人情報の保護に関する法律（平成15年法律
第57号）」及び関係法令に基づき、適正に管理し、本事業の実施のために利用します。

　また、当該個人情報について、本事業の実施及び国等への報告等で利用するために、
次の関係機関に必要最小限度内において提供します。

　なお、提供情報に基づき、関係機関が確認等のため連絡を行う場合があります。

【関係機関・団体】

令和　　年　　月　　日

鳥取県農林水産部農業振興局経営支援課長　様

　鳥取県農業経営・就農支援センターの経営・就農サポート活動又は農業を担う者の確
保・育成プロジェクト活動における農業者（就農希望者を含む）等として、支援を希望
するとともに、「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。

個人情報の取扱い及び鳥取県農業経営・就農支援センターへの申込について

個人情報の取扱い



（様式２号）

年 月 日

相談者又は経営体の各種認定状況 ※当てはまる項目があれば、☑を入れ、認定年月日を御記入ください。

年 月 日

年 月 日

年 月 日

人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人パート従業員数

構成員数

常時雇用従業員数

家族労働力

法人役員数

（２） 家族労働力・雇用人数・構成員数等

項目 家族経営体 法人経営体 集落営農組織等

万円

その他 ㌃･頭･羽 万円

第２位 ㌃･頭･羽 万円

順位 部門（作目） 面積・頭羽数 売上額（販売額）

第１位 ㌃･頭･羽 万円

相談の概要 ※上記の相談項目の概要を御記入ください。

相談者又は経営体の経営概況

（１） 部門（作目）ごとの面積・頭羽数・売上額　 （令和 年度）

経営継承(第三者を含む)に関すること その他（　　　　　　　　　　）

税務（青色申告、相続税等）に関すること

相談の項目 ※相談したい項目に☑を入れてください。

経営改善に関すること(経営改善、経営診断） 雇用・労務に関すること(社会保険制度)

法人化に関すること（１戸１法人、複数戸法人） 新規就農の定着に関すること

住所又は所在地

電話番号 FAX番号

相 談 者 氏 名

経営体・法人・
組織などの名称

相談者
の職名

年 月

令和

経営相談申込書

ふ　り　が　な

日
生年
月日

電子メールアドレス
連　　絡　　先

認定年月日

認定年月日

認定年月日

平成 令和

平成 令和

平成 令和

認定新規就農者

認定農業者

総合化事業計画



（様式３号）

　　該当するもの１つに○をつけてください。(各項目の左側の欄）

理由（自由記載）

　　該当するもの１つに○をつけてください。（各項目の左側の欄）

　　「あり」の場合、該当するものすべてに○をつけてください。（各項目の左側の欄）

　その他（ ）

ご協力ありがとうございました。

法律問題

販路拡大・販促 農業参入 集落営農
補助事業
（目標達成）

雇用・労務 経営継承・相続 金融・融資

新規就農

規模拡大・集積 施設整備 ＩＴ・情報化 生産技術・技能

経営改善・診断 法人化 税務・財務

やや不満 不満

あり なし

２. 今後、さらに相談したい内容の有無

満足 やや満足

鳥取県農業経営・就農支援センター

１. 今回の専門家派遣による支援に対する満足度　（派遣専門家：　　　　　　　　）

　　専門家の派遣を受けた皆様へ

　専門家の派遣支援を受けられた皆様を対象に、より質の高い支援を行うための参考にさせていただき
たいと考えており、専門家派遣による支援に対する満足度について、下記の設問にご回答お願いいたし
ます。
　なお、ご回答いただいた内容については、当センターを利用するに当たり同意いただいている「個人
情報の取扱い及び鳥取県農業経営・就農支援センターへの申し込みついて」に基づき適正に管理しま
す。

記

専門家派遣に対する満足度について

専門家派遣日：

整 理 番 号 ：

令和○年○月○日



(参考様式１号)

農業経営相談申請者の聞取票

聞 取 年 月 日

聞 取 相 手 ・ 場 所 同席者等

聞 取 項 目

 【農家の現状把握】
①収入、所得状況
   参照：損益計算書
   品目別作付面積

②家族構成
    両親、兄弟姉妹

③労働力
  家族労力
 雇用労力

④不動産所有状況
　宅地
　農地
　建物
　施設
   名義人

⑤相続発生時の相続人
 

聞取者：　　　　　　　　　　　  №　１

 令和　　年　　月　　日　　時　　分　～ 　　時　　分

聞 取 結 果



                                                                         №　２

聞 取 項 目

【法人化チェック】
①法人の形態
　株式会社
　合同会社
    農事組合法人

②農地の保有
　自作地
　借入地
　農地所有適格法人

③法人化の目的
・経理の明確化
・人材雇用
・販売(販路)拡大
・経営承継の円滑化
・節税(農業所得の超過)
・福利厚生の充実

④支援希望内容

⑥免税軽油使用の有無

⑦不動産所得の有無
　法人への算入

聞 取 結 果

⑤補助事業で整備した
  施設・機械等の有無


